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証券コード 6635

平成29年3月15日

株主各位
栃 木 県 日 光 市 瀬 尾 ３ ３ 番 地 ５

株式会社大日光・エンジニアリング

代表取締役社長 山 口 侑 男

第３８回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第３８回定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年3月29日（水曜日）午
後5時10分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日　　　　時 　平成２９年３月３０日（木曜日）午前１１時
２．場　　　　所 　栃木県日光市大沢町１２０９番地

　ピートダイゴルフクラブロイヤルコース会議室
　(末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第３８期（平成２８年１月１日から平成２８年１２月

　３１日まで）事業報告､連結計算書類並びに会計監査人
　及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第３８期（平成２８年１月１日から平成２８年１２月
　３１日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　また、次の事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.dne.co.jp）に掲載しており
ますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。したがって、本招
集ご通知の提供書面は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監
査した対象の一部であります。
　①連結計算書類の連結注記表
　②計算書類の個別注記表
　なお、株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じ
た場合は、上記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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(提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における当社グループを取り巻く経営環境を振り返りま

すと、国内経済は、２月に日銀の物価上昇率２％目標に向けたマイナス金

利政策が打ち出されましたが、景気回復は緩慢で、企業景況感や消費者マ

インドの下振れから消費者物価指数は前年を上回らず推移しました。政府

の補正予算を受けた公共投資等が下支えに作用するも、８月にかけて100円

台前半をつける円高進行に伴う企業収益の下押しや、中国など新興国経済

の減速感に伴う在庫調整等が景気の重しとなり、個人消費は可処分所得の

伸び悩みから依然低迷しております。欧米ではナショナリズムの風潮が高

まる中、英国が６月にEU離脱を表明、米国では11月に大統領選挙にてトラ

ンプ候補が勝利するなどのサプライズが続きましたが、年末には、新大統

領の経済対策への期待からドル高円安となり、NYダウは史上 高値をつけ

ました。ただし、政策に対する持続効果懸念から、市場ではボラティリテ

ィが高まり、経済の先行きの不透明感も色合いが濃くなりました。

　このような経営環境下、当連結会計年度の経営成績は下記のとおりとな

りました。

　日本においては、オフィス・ビジネス機器用が、新興国の景気低迷の長

期化によるモノクロ機需要低迷から伸び悩みが続いており、社会生活機器

用も個人消費停滞やスマートフォンにより市場が縮小しております。遊技

機向けは、規制強化や遊技人口減少に伴い、店舗の設備投資余力の縮小か

ら需要停滞傾向にあります。産業機器用は、パネルメーカーの積極的な設

備投資を背景に、露光装置やディスプレイ製造装置への投資が拡大、引き

合いが増加しました。業務請負・人材派遣子会社は、社会生活機器用停滞

から漸減、オフィス・ビジネス機器販売は微増となりました。この結果、

日本の売上高は、9,425百万円（前期比4.7％減）となりました。

　アジアにおいては、香港・中国深圳子会社は、オフィス・ビジネス機器

用中心の生産であるため市場低迷の影響度合いが大きく売上減少、中国無
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錫子会社は、産業機器用・社会生活機器用生産は増加しておりますが、オ

フィス・ビジネス機器用は同様に需要減退しています。また、タイ子会社

は創業に伴う立ち上げ段階からようやく脱し、車載機器用が量産開始とな

りました。この結果、アジアの売上高は、15,886百万円（前期比28.4％減）

となりました。

　以上の結果、連結売上高は、25,312百万円（前期比21.1％減）となりま

した。

　損益面では、国内外とも安定的な収益基盤の構築に向けた取り組みを図

り、日本は顧客セグメントの多様化と営業管理力の強化、生産革新活動に

よる製造経費・一般管理販売費削減等により増益となりました。アジアに

おいても、同様の取り組みを、香港・中国深圳子会社、中国無錫子会社で

展開し、売上停滞、中国 低賃金引上げ等により、厳しい環境が続いては

おりますが、生産効率化を向上しつつコスト削減を図った結果、苦戦して

おりました中国無錫子会社が黒字計上を果たし、香港・中国深圳子会社と

もに増益となりました。

　以上の結果、連結営業利益は312百万円（前期は246百万円の損失）とな

りました。

　営業外損益は、年末にかけて為替相場が円安に振れたことに伴う為替差

損の減少、また、引き続いて支払利息削減に注力したことに加えて、タイ

の持分法適用関連会社の損失が減少したことから、連結経常利益は、225百

万円（前期は664百万円の損失）となりました。

　さらに、特別利益として保険解約返戻金、特別損失として固定資産除却

損、法人税等を加減した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は156百万

円（前期は1,333百万円の純損失）となりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は241百万

円で、その主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

　当社及び海外子会社における設備投資については機械及び装置の更

新に伴う製造設備の新設を中心に実施いたしました。

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

　　該当事項はありません。

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

　　該当事項はありません。
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③　資金調達の状況

　当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より長期

借入金として2,158百万円の調達を実施いたしました。

　その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 35 期

(平成25年12月期)
第 36 期

(平成26年12月期)
第 37 期

(平成27年12月期)

第 38 期
(当連結会計年度)
(平成28年12月期)

売 上 高(百万円) 35,007 34,581 32,064 25,312

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純
損 失 （ △ ）

(百万円) 261 39 △1,333 156

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損 失 （ △ ）

(円) 98.93 14.85 △504.40 60.10

総 資 産(百万円) 22,004 21,869 17,220 17,440

純 資 産(百万円) 4,627 5,307 3,617 3,379

１株当たり純資産額 (円) 1,755.38 1,980.66 1,375.99 1,285.18

(注)　売上高には消費税等は含まれておりません。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

  該当事項はありません｡

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

TROIS ENGINEERING

PRETEC HONG KONG LTD.
177,050,000HK$ 100％ 電子部品の受託加工

NEW TROIS ELECTRONICS 

(SHENZHEN) LTD.
9,500,000US$

100％

(100%)
電子部品の受託加工

TROIS ELECTRONICS

(WUXI) CO., LTD.
14,654,161.4US$ 100％ 電子部品の受託加工

TROIS (THAILAND) CO., LTD. 60,000,000TH฿ 100％ 電子部品の受託加工

株式会社ボン･アティソン 55,000,000円 100％
人材派遣業及び

業務請負業

株式会社大日光商事 50,000,000円
100％

(40%)
事務機器販売業

(注)１．議決権比率欄の(　)内は、当社の子会社が所有する議決権比率を内数で示しております。

２．当事業年度末日における特定完全子会社はありません。

(4) 対処すべき課題

　当社グループの主たる事業は、オフィス・ビジネス機器、産業機器、社会

生活・インフラ機器、遊技機器、車載機器等のカテゴリーに使用するプリン

ト配線基板への電子部品実装部門と、実装したプリント配線基板も含めた機

構組立部門（ 終製品に組込まれるユニット）を有するＥＭＳ（エレクトロ

ニクス・マニュファクチャリング・サービス）であります。

　ＥＭＳ業界は、主要顧客である 終セットメーカーの業況、中国一辺倒か

らアジアを中心に生産拠点のシフトが加速する等の要因から規模の二極化が

進展しており、中途半端な企業規模では将来の展望が開けない状況でありま

す。

　さらに、当社グループの場合、オフィス・ビジネス機器用の付加価値に占

める割合が依然高いため、特定顧客の生産動向によって業績が左右される状

況にあります。
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　このような現状認識の下、2016年度を初年度とする３カ年事業計画を策定

し、グループの総力を挙げて取組んでまいります。

　当社グループの経営戦略として、以下に記載した項目を重点的に推進して

まいります。

① 自己資本の充実

　平成28年12月期末での連結自己資本比率は19.2%となっており、製造業とし

ては高い水準とは認識しておりません。今後は海外子会社も含めて安定的に

利益を確保する体制を再構築するとともに、製品・仕掛品・原材料の適正在

庫水準維持に注力することによって自己資本比率の向上を図ってまいります。

② 顧客の多層化

　当社グループの主力製品であるオフィス・ビジネス機器用ユニットをベー

スとしつつ各製造拠点が立地する地域の産業クラスター特性を念頭に置き、

異なるカテゴリーを生産する顧客開拓に注力するとともに、与信リスクを考

慮しながら非日系も含めて顧客の多層化を図って高付加価値製品受注を目指

してまいります。

③ 生産効率の向上

　生産効率の向上を目的とするQMS（Quality Management System）生産革新

活動が 重要課題であるとの認識の下、当社グループを挙げて取組んでまい

りましたが、各製造拠点によって手法にバラつきがあることから、今後は国

内で習得したノウハウを海外にも移植しながら統一された活動を行い、終わ

りのないQMS生産革新活動がグループ全体の企業文化として定着するよう注

力してまいります。

　さらに、海外子会社の生産効率を高めるために手加工工程におけるロボッ

トの導入、生産計画の平準化による生産効率の向上を目的とする外注政策の

拡大を図り、コスト競争力を高めてまいります。

④ 購買部門強化と在庫管理の徹底

　EMS事業を拡大していくうえで電子部品の購買・在庫管理は、生産効率と並

ぶ 重要課題であります。EMSに対する も基本的な顧客要求はQCD（品質、

コスト、納期）であり、情報共有化をベースとするシステムを再構築のうえ

グループ全体として電子部品・補助材料を適時・適量・適切価格で購入し在

庫管理することによって、顧客満足度の向上を図ってまいります。
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⑤ 開発製造型EMS機能の拡充

　当社グループは電子部品実装技術という製造力をベースに、顧客に対して

新製品立上げに設計段階から関与し、調達・製造・物流まで受託するEMSとし

て発展してまいりました。今後は自前の機能である電源基板設計の充実を図

り、例えば通信機器関連のバックアップ電源等の開発力を高めるとともに、

外部企業とのアライアンスを検討・実施し、独自技術をベースとする開発製

造型EMS機能の拡充を図ってまいります。

⑥ 海外子会社の効率化

　当社グループの海外製造拠点は中国/深圳・無錫、タイ/チョンブリに３拠

点、香港には部材調達・製品販売機能を持った拠点を配しており、各拠点が

立地する産業クラスター特性に応じて事業展開しております。現状では各拠

点の経営環境は厳しいものの、顧客満足度の高いEMSを提供することによって

新規顧客を開拓する余地は十分あると判断し、設備投資減価償却負担を軽減

した上で生産革新活動を展開し、生産効率を向上させながら受注獲得活動に

注力することによって安定的な経営を目指してまいります。

⑦ 品質向上・環境対応への取組み

　EMSの原点である品質（含む環境対応）については、顧客満足度の高いレベ

ルの維持・向上を図っていくためISO9001:2015年度版へスムーズに移行して

まいります。

　さらに、顧客の多層化推進の観点から、車載機器・医療機器等高い品質保

証レベルを求める顧客獲得のために、先ず各製造拠点のターゲット顧客の要

求に即した特定業種向けISOマネジメント・システムの取得を進め、もう一段

レベルアップした品質保証体制の確立を目指してまいります。

　環境対応については、社会的にも環境問題が大きく取りざたされ、顧客か

らの環境関連の要求が急増している中、当社グループとして迅速かつ効率的

に環境対策に取組むことができる体制を構築することは、当社の強み＝顧客

からの信頼につながるばかりでなく、各種環境関連法規に抵触しないための

予防対策（=潜在的リスクの軽減）としても有効であると認識し、

ISO14001:2015年度版へのスムーズな移行も含めて全社的管理体制の構築を

目指してまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成28年12月31日現在）

 当社は次の製品に係る電子部品の受託加工を主な事業としております｡

 　　　オフィスビジネス機器用ユニット

　　　 社会生活機器用ユニット

       産業機器・医療機器用ユニット

(6) 主要な営業所及び工場（平成28年12月31日現在）

本 社 栃木県日光市

瀬 尾 工 場 栃木県日光市

根 室 工 場 栃木県日光市

杉 の 郷 工 場 栃木県日光市

轟 工 場 栃木県日光市

株 式 会 社 ボ ン ・ ア テ ィ ソ ン 栃木県日光市

株 式 会 社 大 日 光 商 事 栃木県日光市

TROIS ENGINEERING　PRETEC HONG KONG LTD. 香港

NEW TROIS ELECTRONICS  (SHENZHEN) LTD. 中国深圳市

TROIS ELECTRONICS (WUXI) CO., LTD. 中国無錫市

TROIS (THAILAND) CO., LTD. タイ王国チョンブリ県

(7) 使用人の状況 （平成28年12月31日現在）

　　①企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

日本 434（113）名 1名減（16名増）

アジア 1,049（689）名 152名減（55名減）

合計 1,483（802）名 153名減（39名減）

(注)１．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者(パート、人材会社からの派遣社員を含みます｡ )

は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　２．使用人数が前連結会計年度末と比べて153名減少しておりますが、その主な理由は受注の

減少に対応するため、アジアにおいて人員数を削減したことによるものであります。

　　②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

224（113）名 　4名増（16名増） 39.3歳 11.6年

(注)　使用人数は就業員数であり、臨時雇用者(パート、人材会社からの派遣社員を含みます｡)は

（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成28年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 足 利 銀 行 1,701,216千円

株 式 会 社 群 馬 銀 行 1,088,249千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,051,104千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 820,258千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 774,582千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 739,345千円

株 式 会 社 栃 木 銀 行 485,674千円

農 林 中 央 金 庫 455,000千円

株 式 会 社 常 陽 銀 行 305,053千円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 286,400千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

２．株式の状況（平成28年12月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 5,600,000株
(2) 発行済株式の総数 2,700,000株
(3) 株主数 851名
(4) 大株主（上位10位）

会 社 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 欅 516,320株 19.77％

株 式 会 社 Ｎ Ｃ ネ ッ ト ワ ー ク 450,000株 17.23％

株 式 会 社 足 利 銀 行 129,600株 4.96％

大日光・エンジニアリング従業員持株会 86,500株 3.31％

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 80,700株 3.09％

山 口 侑 男 77,300株 2.96％

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 76,000株 2.91％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 64,200株 2.46％

山 口 琢 也 63,600株 2.43％

株 式 会 社 栃 木 銀 行 60,000株 2.30％

(注)　持株比率は､自己株式87,985株を控除して算出しております｡

－ 9 －
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３. 新株予約権等の状況
　(1) 当連結会計年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として

　　  交付された新株予約権等に関する事項

第1回新株予約権

発行決議日 　平成25年5月27日

新株予約権の数 　130個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
　普通株式13,000株
  （新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 　無償

新株予約権の行使金額
　新株予約権1個当たり74,000円
　（1株当たり740円）

権利行使期間
　平成27年3月27日から
　平成35年2月28日まで

役員保有状況

当社取締役
(社外取締役除く。)

　新株予約権の数　　  100個
　目的となる株式数 10,000株
　保有者数　　　　　　  5名

当社監査役
　新株予約権の数　　　 30個
　目的となる株式数　3,000株
　保有者数　　　　　　　2名

　(2) 当連結会計年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として

　　  交付された新株予約権等に関する事項
　　　該当事項はありません。

　(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

　　  該当事項はありません。

－ 10 －
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成28年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 山 口 侑 男

TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD.
代表取締役
TROIS ELECTRONICS (WUXI) CO.,LTD.董事長

   NEW TROIS ELECTRONICS(SHENZHEN) LTD.董事長

取 締 役 山 口 琢 也 株式会社大日光商事代表取締役

取 締 役 為 崎 靖 夫 経営企画室長

取 締 役 流 石 友 光   国内生産事業部長（国内総括）

取 締 役 森 　 　 明 NEW TROIS ELECTRONICS (SHENZHEN) LTD.総経理

取 締 役 相 馬 郁 夫

常 勤 監 査 役 高 野 節 子

監 査 役 星 野 俊 之

監 査 役 田 原 哲 郎

(注)１．取締役相馬郁夫氏は社外取締役であります。

２．監査役星野俊之氏及び監査役田原哲郎氏は社外監査役であります｡

３．当社は監査役星野俊之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届出ております。

－ 11 －
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 11名 89百万円

監 査 役 3名 12百万円

合 計 14名 101百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

      ２．取締役の支給額には、社外取締役1名の報酬額240万円が含まれております。

      ３．監査役の支給額には、社外監査役2名の報酬額360万円が含まれております。

４．取締役の報酬限度額は、平成11年6月22日開催の第20回定時株主総会において年額300

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成12年6月26日開催の第21回定時株主総会において年額50百

万円以内と決議いただいております。

６．上記の取締役の人数には、平成28年３月30日開催の第37回定時株主総会の終結の時を

もって退任した取締役５名を含んでおります。

(3) 社外役員に関する事項
 ①　重要な兼職の状況ならびに当社と当該兼職先との関係
   　該当事項はありません｡
 ②　当社及び特定関係事業者との関係
　 　該当事項はありません。
 ③　社外役員の取締役会及び監査役会への出席の状況ならびに発言の状況

活 動 状 況

社外取締役 相 馬 郁 夫

当事業年度開催の取締役会17回すべてに出席し、経営におけ

る豊富な経験と幅広い見識に基づき、適宜発言を行っており

ます。

社外監査役 星 野 俊 之

当事業年度開催の取締役会17回すべてに出席、６回開催の監

査役会すべてに出席し、コーポレートガバナンス等の研究を

している見地から､適宜発言を行っております。

社外監査役 田 原 哲 郎

当事業年度開催の取締役会17回すべてに出席、６回開催の監

査役会すべてに出席し、経営に関する高い見識に基づき､公正

な立場から、適宜発言を行っております。

－ 12 －
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５．会計監査人の状況
(1) 名称   新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

32百万円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の重要な海外子会社は､当社の会計監査人以外の者(外国における公認会計士または

監査法人に相当する資格を有する者)の監査(会社法または金融商品取引法(これらの法律

に相当する外国の法令を含む。)の規定によるものに限る｡)を受けております｡

３．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積の算

出の根拠等が適切であるかどうかについて、必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬

等の額について同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

  監査役会は､会計監査人が会社法第340条第1項各号に該当する状況にあり､

かつ改善の見込みがないと判断した場合には､会計監査人を解任いたします｡

  また､上記の場合のほか､会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と

認められる場合には､監査役会は、会計監査人の解任または不再任に関する議

案の内容を決定し、取締役会は当該議題を株主総会に提案いたします｡

(4) 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項

  金融庁が平成27年12月22日付で発表した処分の内容

  ①処分対象

    新日本有限責任監査法人

  ②処分の内容

    ・業務改善命令(業務管理体制の改善)

　　・契約の新規の締結に関する業務の停止(平成28年１月１日から平成

28年３月31日までの３か月間)

　③処分の理由
　　・社員の過失による虚偽証明

　　・監査法人の運営が著しく不当

－ 13 －
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６．業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　子会社を含め、全社において取締役及び使用人が、公正かつ高い倫理観をも

って業務運営を行い、その大前提がコンプライアンスであるとの認識に立って

全てのステークホルダーから信頼される経営体制を構築する。そのために、取

締役及び使用人は、法令・定款及び社内規程の遵守を周知徹底する。また、内

部監査室は、当社及び当社子会社の業務運営の状況・相互牽制機能の有効性を

検証するとともに、職務執行が、法令等諸規則・定款及び社内規程に基づいて

行われているか監査を実施し、その結果を社長が把握することによって適切に

業務が運営されていることを確認する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程等の社内規程に基づ

き、事後的に確認ができるように適切かつ確実に保存・管理を行う。取締役及

び監査役は、これらの文書を閲覧することができる。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　子会社を含め、全社において取締役会は、企業活動の持続的発展にとって脅

威となる全てのリスクに対処するための管理体制を適切に構築し、常にその体

制を点検することによって有効性を検証するために、以下の事項を定める。

①　リスク管理体制を強化するため、取締役会の決議によりコンプライアン

ス・リスク管理委員会を設置し、社長を委員長として統轄部署を経営企画室

とし、適宜リスク管理及びコーポレートガバナンスの状況を点検し、その改

善を図る。

②　事業遂行上の障害・瑕疵、重大な情報漏洩・信用失墜・災害等の危機に対

して、予防体制を整備する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　子会社を含め、全社において機動的な意思決定に基づき効率的な業務運営を

行うために、以下の事項を定める。

①　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会規

程に基づき、原則として取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時

開催する。

－ 14 －
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②　取締役会の決議により、業務の執行を担当する執行役員を選任し、会社の

業務を委託する。執行役員は執行役員規程に基づき、取締役会で決定した事

項に従い、社長の指示によって業務を執行する。

③　円滑に業務を運営する機関として生産会議を設置し、業務上重要な事項を

審議・決定する。生産会議は毎月１回以上開催する。

④　予算管理規程に基づき、各事業年度における中期経営計画、年度計画を策

定し、各部門の目標と責任を明確にし、予算と実績との差異分析を毎月行

い、必要に応じて施策を講じることによって目標の達成を図る。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

　子会社の自主性を尊重するとともに、子会社の管理部署を総務部とし、関係

会社規程において事前協議事項を定めて、子会社の指導・育成と、当社・子会

社双方の経営効率の向上を図る。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役から

  の独立性に関する事項

　監査役がその職務を全うするうえで補助を必要とする場合は、監査役と協議

のうえ当社の使用人から任命し配置することとし、当該使用人の人事異動及び

考課については、監査役の同意を得たうえで決定する。

(7) 取締役、使用人及び子会社の取締役、監査役、使用人又はこれらの者から報

告を受けた者が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関

する体制、ならびに、その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保す

るための体制

①　当社グループの役員、使用人等は、監査役の要請に応じて、事業及びコー

ポレートガバナンスの状況等の報告を行い、内部監査室は内部監査の結果等

を報告する。

②　当社グループの役員、使用人等は、重大な法令・定款及び社内規程違反、

不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼす懸念のある事実を知った

ときには、すみやかに監査役に報告する。

③　監査役が重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるように、

監査役は取締役会への出席のほかに、生産会議その他の重要な会議に出席で

きる。また、監査役から要求のあった文書等は、随時提供する。
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(8) 監査役へ報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制

　当社は、監査役への報告を行った当社グループの取締役、使用人に対し、報

告したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グル

ープの取締役、使用人に周知徹底しております。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の

職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求を

したときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、

速やかに当該費用または債務を処理することとしております。

(10) 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

①　子会社を含め、全社において金融商品取引法及び内閣府令が要請する財務

計算に関する書類その他の情報の信頼性と適正性を確保する体制について､

必要かつ適切なシステムを整備し､運用する｡

  ②　取締役会は､それらが適切に整備及び運用されていることを監督する｡

  ③　監査役は､それらの整備及び運用状況を監視し検証する｡

(11) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

①　子会社を含め、全社において反社会的勢力との関係を一切持たないことを

旨とし、企業行動憲章において「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社

会的勢力及び団体とは断固として対決する｡」と定めて、役職員への周知徹

底を図るため、社内に掲示するとともに講習会・研修を実施する。

②　総務部は反社会的勢力に関する情報を一元的に管理する。反社会的勢力

からの接触を受けた役職員は直ちに上司あるいは総務部に報告する。総務

部は平素から関連情報の収集に注力するため、警察・顧問弁護士等との定期

的情報交換を実施する。総務部長は、反社会的勢力からの不当要求と認識し

た場合あるいは被害が発生した場合は、直ちに社長あるいは取締役会に報告

し対応を協議したうえで警察へ通報し、必要に応じて企業及び関係者の安全

を確保しつつ法的措置を取る。

７．業務の適正を確保するための体制の運用の状況
　上記の業務の適正を確保するための体制については、各部署においてその適

切な運用に努めるとともに、内部監査室がその運用状況を随時モニタリングし

ており、不適切な点を発見した場合には直ちに是正処理を行います。

－ 16 －

業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用の状況
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連結貸借対照表
（平成28年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土　　　　　　地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

13,075,726

2,409,499

5,437,291

613,254

295,051

424,609

3,497,051

2,942

402,204

△6,178

4,365,022

3,393,190

1,476,970

1,243,953

474,468

14,505

183,292

132,055

839,776

354,132

395,242

11,559

78,842

流 動 負 債 9,964,955

支払手形及び買掛金 4,033,882

電 子 記 録 債 務 873,914

短 期 借 入 金 2,073,116

１年内返済予定の長期借入金 2,004,982

リ ー ス 債 務 48,231

未 払 法 人 税 等 81,554

そ の 他 849,273

固 定 負 債 4,096,061

長 期 借 入 金 3,976,758

リ ー ス 債 務 8,489

繰 延 税 金 負 債 9,086

退職給付に係る負債 95,121

そ の 他 6,605

負 債 合 計 14,061,016

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,584,323

資 本 金 856,300

資 本 剰 余 金 563,300

利 益 剰 余 金 1,230,103

自 己 株 式 △65,380

その他の包括利益累計額 772,611

その他有価証券評価差額金 △40,953

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △84

為替換算調整勘定 813,648

新 株 予 約 権 22,797

純 資 産 合 計 3,379,731

資 産 合 計 17,440,748 負 債 純 資 産 合 計 17,440,748

－ 17 －

連結貸借対照表
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連結損益計算書

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 25,312,332

売 上 原 価 23,092,867

売 上 総 利 益 2,219,465

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,907,173

営 業 利 益 312,291

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,723

受 取 配 当 金 13,253

仕 入 割 引 756

消 耗 品 等 売 却 益 55,182

受 取 賃 貸 料 592

受 取 補 償 金 8,434

受 取 手 数 料 14,466

そ の 他 58,103 155,512

営 業 外 費 用

支 払 利 息 90,131

支 払 手 数 料 4,661

為 替 差 損 68,596

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 77,928

そ の 他 584 241,903

経 常 利 益 225,900

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,871

新 株 予 約 権 戻 入 益 747

保 険 解 約 返 戻 金 54,107 58,726

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 859

固 定 資 産 除 却 損 9,126

投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,034

保 険 解 約 損 1,215 12,236

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 272,391

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 102,497

法 人 税 等 調 整 額 12,899 115,396

当 期 純 利 益 156,994

親会社株主に帰属する当期純利益 156,994

－ 18 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 8 年 １ 月 １ 日 　 残 高 856,300 563,300 1,112,289 △65,380 2,466,509

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △39,180 △39,180

親会社株主に帰属する当期純利益 156,994 156,994

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 117,814 － 117,814

平成 2 8 年 1 2 月 3 1 日　残高 856,300 563,300 1,230,103 △65,380 2,584,323

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平 成 2 8 年 １ 月 １ 日 　 残 高 △16,737 99 1,144,250 1,127,611 23,545 3,617,666

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △39,180

親会社株主に帰属する当期純利益 156,994

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

△24,215 △183 △330,601 △355,000 △747 △355,748

連結会計年度中の変動額合計 △24,215 △183 △330,601 △355,000 △747 △237,934

平成 2 8 年 1 2 月 3 1 日　残高 △40,953 △84 813,648 772,611 22,797 3,379,731

－ 19 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表
（平成28年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 収 消 費 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

保 険 積 立 金

そ の 他

6,071,132

446,745

860,929

2,349,003

613,254

44,081

181,072

1,339,851

8,915

845

240,361

△13,927

6,658,764

1,922,135

909,416

89,243

272,705

24,853

148,669

474,468

2,778

52,906

33,700

14,790

4,416

4,683,722

147,367

4,088,309

395,242

52,802

流 動 負 債 5,737,954

支 払 手 形 682,823

買 掛 金 1,279,766

電 子 記 録 債 務 873,914

短 期 借 入 金 700,000

１年内返済予定の長期借入金 1,982,302

未 払 金 96,318

未 払 法 人 税 等 78,958

そ の 他 43,871

固 定 負 債 3,959,024

長 期 借 入 金 3,886,038

繰 延 税 金 負 債 8,489

退 職 給 付 引 当 金 63,496

そ の 他 1,000

負 債 合 計 9,696,978

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,034,339

資 本 金 856,300

資 本 剰 余 金 563,300

資 本 準 備 金 563,300

利 益 剰 余 金 1,680,119

利 益 準 備 金 47,157

その他利益剰余金 1,632,962

特別償却準備金 84,671

別 途 積 立 金 1,100,000

繰越利益剰余金 448,290

自 己 株 式 △65,380

評価・換算差額等 △24,218

その他有価証券評価差額金 △24,134

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △84

新 株 予 約 権 22,797

純 資 産 合 計 3,032,918

資 産 合 計 12,729,897 負 債 純 資 産 合 計 12,729,897

－ 20 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,472,589

売 上 原 価 9,421,915

売 上 総 利 益 1,050,674

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 887,852

営 業 利 益 162,821

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,012

受 取 配 当 金 6,186

仕 入 割 引 756

消 耗 品 等 売 却 益 11,494

受 取 賃 貸 料 38,156

為 替 差 益 15,866

受 取 補 償 金 8,434

そ の 他 31,950 113,857

営 業 外 費 用

支 払 利 息 52,855

支 払 手 数 料 4,661

そ の 他 542 58,059

経 常 利 益 218,619

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,160

新 株 予 約 権 戻 入 益 747

保 険 解 約 返 戻 金 54,107 57,016

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 340

固 定 資 産 除 却 損 241

関 係 会 社 株 式 評 価 損 69,333

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 13,927

保 険 解 約 損 1,215 85,059

税 引 前 当 期 純 利 益 190,575

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 99,426

法 人 税 等 調 整 額 △9,723 89,703

当 期 純 利 益 100,871

－ 21 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主 資 本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金

利 益 剰 余
金 合 計特別償却

準 備 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成28年１月１日残高 856,300 563,300 563,300 47,157 103,338 1,100,000 367,932 1,618,428 △65,380 2,972,647

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △39,180 △39,180 △39,180

特別償却準
備金の取崩

△18,666 18,666 － －

当期純利益 100,871 100,871 100,871

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の
変 動 額 合 計

－ － － － △18,666 － 80,358 61,691 － 61,691

平成28年12月31日残高 856,300 563,300 563,300 47,157 84,671 1,100,000 448,290 1,680,119 △65,380 3,034,339

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価
差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成28年１月１日残高 △13,232 99 △13,132 23,545 2,983,059

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △39,180

特別償却準備
金 の 取 崩

－

当期純利益 100,871

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△10,901 △183 △11,085 △747 △11,833

事業年度中の
変 動 額 合 計

△10,901 △183 △11,085 △747 49,858

平成28年12月31日残高 △24,134 △84 △24,218 22,797 3,032,918

－ 22 －

株主資本等変動計算書
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　　連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
　    平成29年2月21日

株式会社大日光･エンジニアリング
      取締役会 御中

 新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉田　英志 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 白取　一仁 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社大日光・エンジニアリング
の平成28年1月1日から平成28年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社大日光・エンジニアリング及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

  以　上

－ 23 －

連結計算書類に係る会計監査報告



2017/03/01 17:12:37 / 16250796_株式会社大日光・エンジニアリング_招集通知

　　計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年2月21日

株式会社大日光･エンジニアリング
      取締役会 御中

　新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉田　英志 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 白取　一仁 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社大日光・エンジニアリ
ングの平成28年1月1日から平成28年12月31日までの第38期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上

－ 24 －

計算書類に係る会計監査報告
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　　監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第38期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制、その他株式会社及びその子会社
から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及びその使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説
明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 25 －

監査役会の監査報告



2017/03/01 17:12:37 / 16250796_株式会社大日光・エンジニアリング_招集通知

２．監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます｡

(3)連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます｡

平成29年2月22日

                   株式会社大日光･エンジニアリング 監査役会

常 勤 監 査 役 高 野 節 子 ㊞

社 外 監 査 役 星 野 俊 之 ㊞

社 外 監 査 役 田 原 哲 郎 ㊞

以　上

－ 26 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

  剰余金処分につきましては､以下のとおりといたしたいと存じます｡

  期末配当に関する事項

      第38期の期末配当につきましては､当事業年度の業績ならびに今後の事

    業展開等を勘案し､以下のとおりといたしたいと存じます。

   ①　配当財産の種類

 金銭といたします。

   ②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

 当社普通株式１株につき10.00円といたしたいと存じます。また、この場

     合の配当総額は26,120,150円となります。

 なお、中間配当金として１株当たり5.00円をお支払いしておりますの

     で、当期の年間配当金は１株当たり15.00円となります。

   ③　剰余金の配当が効力を生じる日

 平成29年3月31日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては経営体制の強化を図るため２名増員し、取締役８名の選任をお願いいたし

たいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１

やま

山
ぐち

口
ゆき

侑
お

男

(昭和13年１月15日生)

昭和54年９月　当社設立 代表取締役社長(現任)

[重要な兼職の状況]

平成６年３月　TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD.

　　　　　　　代表取締役(現任)

平成13年10月　NEW TROIS ELECTRONICS(SHENZHEN) LTD.董事長(現任)

平成16年３月　TROIS ELECTRONICS (WUXI)CO., LTD.董事長(現任)

77,300株

２

やま

山
ぐち

口
たく

琢
や

也

(昭和51年４月14日生)

平成14年６月　当社非常勤取締役

平成15年９月　当社常勤取締役

平成17年10月　当社取締役海外本部長

平成20年３月　当社取締役副社長

平成21年３月  当社取締役副社長兼務生産部門総括

平成23年４月  当社取締役副社長兼務生産本部本部長

平成24年８月　当社取締役副社長

平成25年４月　当社代表取締役副社長

平成28年４月　当社取締役生産調達情報システム室長

平成29年１月　当社取締役国内生産事業部本部長(現任)

[重要な兼職の状況]

平成24年５月　株式会社大日光商事代表取締役(現任)

63,600株

－ 27 －

剰余金処分議案、取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

３

ため

為
さき

崎
やす

靖
お

夫

(昭和27年７月６日生)

昭和51年４月　株式会社東京銀行(現株式会社三菱東京UFJ銀行)入行

平成17年10月　当社入社 社長室長

平成18年10月　当社執行役員経営企画室長

平成19年３月　当社取締役経営企画室長

平成20年３月　当社取締役副社長兼務経営企画室長

平成21年３月  当社取締役副社長兼務経営企画室長､財務･経理･総務

部門総括

平成23年４月　当社取締役副社長兼務経営企画室長

平成25年４月　当社代表取締役副社長兼務経営企画室長

平成28年４月　当社取締役経営企画室長（現任）

22,200株

４

さす

流
が

石
とも

友
みつ

光

(昭和27年11月15日生)

昭和57年12月　当社入社

平成11年４月　当社取締役

平成15年４月　当社取締役国内本部長

平成20年３月　当社取締役営業部門管掌

平成21年３月  当社専務取締役兼務営業部門総括

平成23年４月　当社専務取締役兼務営業本部本部長

平成28年４月  当社取締役国内生産事業部長（国内総括）

平成29年１月  当社取締役営業本部長(現任)

14,100株

５

もり

森
 

　
 

　
あきら

明

(昭和40年11月７日生)

昭和63年３月　当社入社

平成７年５月　当社品質管理部長

平成16年６月　当社監査役

平成20年３月  当社取締役回路事業部門管掌兼務根室工場長

平成21年３月  当社取締役品質管理室長兼務回路事業部門管掌

平成22年10月　当社取締役(現任)

[重要な兼職の状況]

平成23年２月　NEW TROIS ELECTRONICS(SHENZHEN) LTD.総経理(現任)

7,700株

６

おお

大
しま

島
けん

健
じ

二

(昭和37年９月５日生)

昭和59年４月　当社入社

平成11年４月　当社取締役

平成14年10月　当社取締役ﾚﾝｽﾞ製造部長

平成20年３月　当社取締役ﾚﾝｽﾞ事業部門管掌

平成23年10月　当社取締役兼務轟工場長

平成28年４月　当社轟工場長(現任)

13,800株

７

ほり

堀
なか

中
みつ

光
お

男

(昭和38年７月13日生)

昭和59年３月　当社入社

平成５年４月　当社システムソリューション事業部長

平成12年７月　TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD.

　　　　　　　TAIWAN BRANCH.所長

平成22年10月　NEW TROIS ELECTRONICS(SHENZHEN) LTD.調達部長

平成27年３月　当社取締役

[重要な兼職の状況]

平成26年４月　TROIS (THAILAND) CO.,LTD.代表取締役（現任）

15,000株

－ 28 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

８

そう

相
ま

馬
いく

郁
お

夫

(昭和21年８月４日生)

昭和45年４月　キヤノン株式会社入社

平成９年１月　同社映像事務機第一事業部長

平成11年３月　同社取締役

平成11年４月　同社映像事務機器事業本部長

平成15年３月　同社常務取締役

平成17年３月　キヤノンファインテック株式会社代表取締役社長

平成23年３月　キヤノンマーケティングジャパン株式会社取締役

平成27年３月　当社社外取締役（現任）

1,000株

(注)１．取締役候補者山口侑男氏は､TROIS ENGINEERING PRETEC HONG KONG LTD.の代表取締

役､TROIS TROIS ELECTRONICS (WUXI)CO.,LTD.の董事長及びNEW TROIS ELECTRONICS 

(SHENZHEN) LTD.の董事長を兼務しておりますが､この３社は､当社の100％子会社であり､

特別の利害関係はありません｡

２．取締役候補者山口琢也氏は、株式会社大日光商事代表取締役を兼務しておりますが、同

社は当社の100％子会社であり、特別の利害関係はありません。

３．取締役候補者森明氏は、NEW TROIS ELECTRONICS(SHENZHEN)LTD.の総経理を兼務しており

ますが、同社は当社の100％子会社であり、特別の利害関係はありません。

４．取締役候補者堀中光男氏はTROIS (THAILAND) CO.,LTD.の代表取締役を兼務しておりま

すが､同社は100％子会社であり、特別の利害関係はありません。

５．相馬郁夫氏は社外取締役候補者であります。同氏は現在、当社の社外取締役であり、そ

の就任年数は本総会終結の時をもって、２年となります。

６．相馬郁夫氏はキヤノン株式会社の元役員であり、同氏の経営における豊富な経験と幅広

い見識を当社の経営に反映していただくため、社外取締役候補者として選任をお願いする

ものであります。

７．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

以上

－ 29 －

取締役選任議案
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：栃木県日光市大沢町１２０９番地

ピートダイゴルフクラブロイヤルコース会議室

TEL 0288－26－0011

青少年スポーツセンター青少年スポーツセンター

大沢台病院

㈱ニッコー

ﾋﾟｰﾄﾀﾞｲ ｺﾞﾙﾌ ｸﾗﾌﾞ
ＶＩＰコース

ﾋﾟｰﾄﾀﾞｲ ｺﾞﾙﾌ ｸﾗﾌﾞ
ロイヤルコース

国道119号線（日光街道）
山口交差点

出光Ｇ.Ｓ.大沢交差点

高瀬輪店

日光市役所
大沢支所

料金所

至日光

至今市I.C.

大沢I.C. 日光宇都宮有料道路

ＪＲ日光線

下野大沢駅

至浦和I.C
.

東北自動車道

至矢板I.C
.

至宇都宮

ロイヤルコース

案内看板

ローソン

宇都宮I.C.

会
場

交通のご案内

日光宇都宮有料道路 大沢I.C.より車で５分

ＪＲ日光線       下野大沢駅より車で10分

東武日光線         下今市駅より車で25分

電車でお越しの方は、 寄駅から会場まで送迎用バスをご利用ください。

JR日光線下野大沢駅　運行予定時間　８：50～10：30

東武日光線下今市駅　　　 〃 　　　９：00～10：40

地図




